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最　低　賃　金　名 時　間　額 発　効　日
愛知県最低賃金 ８７１円 平成 29 年 10 月 1 日

♦中央会行事のお知らせ♦
〜 組合の年度末会計処理講習会 〜

　年度末決算の時期が近づいていますので、組合の年度末における経理処理
準備のためにぜひご参加ください。
　　日　時　平成 30年 3月 19日（月）14時から 16時まで
　　場　所　愛知県産業労働センター（ウインクあいち）12階　1203 会議室
　　　　　　名古屋市中村区名駅 4－ 4－ 38
　　定　員　１００名（定員になり次第締め切ります。）
　　参加料　無料
　　◉お申込み・お問い合わせは
　　　労働企画部まで　☎052− 485− 6811



中央会あいち　2018年 2月　（2）

■
組
合
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
当
業
界
の
愛
知
県
に
お
け
る
組
合
活
動
の
歴
史
は
長
く
、

大
正
10
年
頃
か
ら
昭
和
に
か
け
て
は
、
名
古
屋
鉄
葉
組
合
や

名
古
屋
銅
鉄
錺
工
業
組
合
等
10
組
合
が
存
在
し
ま
し
た
。
昭

和
13
年
に
は
、
当
組
合
の
前
身
と
な
る
名
古
屋
板
金
工
業
組

合
も
発
足
し
、
昭
和
41
年
1
月
に
、
愛
知
県
板
金
工
業
組
合

と
し
て
法
人
成
立
い
た
し
ま
し
た
。
昨
年
、
法
人
成
立
か
ら

50
周
年
を
迎
え
ま
し
た
。

　
会
員
数
は
昭
和
55
年
頃
が
一
番
多
く
1 

0 

0 

0
社
を
超
え

て
い
ま
し
た
が
、
年
々
減
少
し
、
現
在
は
433
社
で
す
。
そ
れ

で
も
全
国
の
板
金
工
業
組
合
で
3
番
目
に
多
い
会
員
数
で

す
。
人
材
育
成
や
技
術
力
の
強
化
、
魅
力
あ
る
業
界
づ
く
り

と
業
界
の
地
位
向
上
を
目
指
し
て
活
動
し
て
い
ま
す
。

■
組
合
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
当
組
合
で
は
情
報
提
供
、
技
術
向
上
と
資
格
取
得
の
推
進

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
教
育
情
報
提
供
事
業
で
は
、
昭
和

42
年
か
ら
機
関
誌
「
愛
板
」
を
年
に
11
回
発
行
し
て
お
り
ま

す
。
今
年
1
月
の
発
行
分
で
543
号
に
な
り
、
当
組
合
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
1
号
か
ら
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　
教
育
研
修
事
業
で
は
、「
登
録
建
築
板
金
基
幹
技
能
士
」

の
講
習
会
を
開
催
し
、
技
能
士
の
育
成
に
努
め
て
い
ま
す
。

こ
の
資
格
は
1
級
建
築
板
金
技
能
士
を
含
む
5
つ
の
資
格
が

な
い
と
受
験
資
格
が
得
ら
れ
な
い
、
業
界
で
一
番
の
資
格
で

す
。
こ
の
資
格
を
取
得
す
る
こ
と
に
よ
り
、
高

い
技
術
を
求
め
ら
れ
る
公
共
事
業
に

も
対
応
で
き
、
業
界
の
地
位
向
上

に
繋
げ
ら
れ
ま
す
。
登
録
基
幹

技
能
者
が
資
格
制
度
の

専
門
業
種
の
主
任

技
術
者
と
し
て
認

定
し
て
も
ら
え
る

よ
う
、
国
交
省
と

協
議
中
で
す
。

　
そ
の
他
、
全
日
本
建
築
板
金
保
証

セ
ン
タ
ー
傘
下
の
板
金
組
合
と
板
金
技
能

士
、
保
証
工
事
認
定
の
資
格
を
持
つ
事
業
所
が
共
同

保
証
を
約
束
す
る
「
責
任
施
工
保
証
制
度
」
の
普
及

に
努
め
て
い
ま
す
。
厳
格
な
品
質
基
準
に
基
づ
く
責
任

施
工
が
保
証
さ
れ
、
お
客
さ
ま
か
ら
高
い
信
用
を
得
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
福
利
厚
生
事
業
で
は
、
全
国
板
金
業
国
民
健
康
保
険
や
労

働
保
険
、
全
国
板
金
国
民
年
金
基
金
な
ど
を
整
備
し
、
組
合

員
が
安
心
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。

■
特
に
力
を
い
れ
て
い
る
こ
と
は
何
で
す
か
？

　
若
手
人
材
の
育
成
と
技
術
力
の
強
化
に
力
を
入
れ
て
い
ま

す
。
青
年
部
か
ら
の
意
見
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
、
助
成
金

も
活
用
し
な
が
ら
若
手
が
働
き
や
す
い
環
境
を
整
え
て
い
ま

す
。
建
築
板
金
の
技
能
・
技
術
を
発
表
す
る
全
国
建
築
板
金

競
技
大
会
で
は
、
昨
年
愛
知
県
の
青
年
部
メ
ン
バ
ー
が
優
勝

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
あ
る
き
っ
か
け
か
ら
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
校
舎
を
寄

贈
し
板
金
技
術
を
子
供
た
ち
に
教
え
て
い
る
人
が
い
る
こ
と

を
知
り
、
青
年
部
の
有
志
で
カ
ン
ボ
ジ
ア
視
察
を
行
い
ま
し

た
。
現
地
の
学
校
へ
行
き
、
文
房
具
や
時
計
の
プ
レ
ゼ
ン
ト

や
ち
り
と
り
の
作
製
指
導
を
行
い
、
夕
食
に
手
作
り
カ
レ
ー

を
一
緒
に
食
べ
る
な
ど
交
流
を
図
り
ま
し
た
。
今
後
も
現
地

へ
赴
き
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
発
展
の
た
め
板
金
技
術
の
指
導
を

続
け
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

■
趣
味
や
休
日
の
過
ご
し
方
を
教
え
て
く
だ
さ
い

　
少
年
野
球
の
顧
問
を
務
め
て
い
る
た
め
試
合
を
観
戦
し
た

り
、
車
が
好
き
な
の
で
ド
ラ
イ
ブ
つ
い
で
に
日
帰
り
温
泉
旅

行
を
楽
し
ん
だ
り
し
て
い
ま
す
。
年
に
2
回
は
家
族
旅
行
を

し
て
お
り
、昨
年
末
は
3
世
代
で
東
京
旅
行
に
行
き
ま
し
た
。

小
野
寺
俊
一
常
任
理
事
に

　
　
　
お
話
し
を
聞
き
ま
し
た
。

VOICE

愛
知
県
板
金
工
業
組
合
　
　
理
事
長
　

小
野
寺
　
俊
一

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：愛知県板金工業組合

代表者名：小野寺俊一

設立年月：1966 年 1 月

組合員数：433 人

住　　所：名古屋市昭和区北山町

　　　　 三丁目 8 番 6 号

Ｕ　Ｒ　Ｌ：h t t p : // a i b a n . j p



（3）　中央会あいち　2018年 2月

　1 月 22 日（月）に開催された衆院本会議の安倍首相施政方針演説において、「長時
間労働の是正」や「同一労働同一賃金」の実現など働き方改革を進めるため、関連法
案の早期成立を目指す考え表明しました。働き方改革で取り組む 3 つの目標の 1 つの

「長時間労働の是正」についてご紹介します。

新規事業　平成 29年度労働問題研究会　中小企業の「働き方改革」推進会議（第 1回）を開催
　2 月 1 日（木）、中小企業の「働き方改革」推進会議を中央会会議室（名古屋市中村区）において開催しました。
本会議では、愛知労働局雇用環境・均等部・指導課松永昌剛
氏より「働き方改革」の概要等について説明がなされました。
その後、社会保険労務士の清水健也氏をコーディネーターに、
山口高広副会長を始めとした各業界組合の理事長等の方々か
ら、深刻化する人手不足や長時間労働への対応など、自社や
業界が置かれている現状や課題について活発な意見交換が行
われました。
　次回 2 月 21 日（水）開催予定の第 2 回会議では「多様な
人材の活用について」をテーマに、さらなるご意見をいただ
く予定です。

特 集 働き方改革　〜 長時間労働の是正 〜

（厚生労働省HPより）



中央会あいち　2018年 2月　（4）

　平成 30 年度当初予算案（中小企業対策費）：1,771 億円〈うち、経済産業省計上 1,110 億円〉
　平成 29 年度補正予算案（中小企業対策費）：2,040 億円

平成 30年度中小企業・小規模事業者政策の重点項目

（1）中小企業・小規模事業者等の抜本的な生産性向上　〈H30 当初〉162 億円【H29 補正】1,514 億円
　　◆ ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業【1,000 億円】〈H29 補正〉
　　◆ サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業費【500 億円】〈H29 補正〉
　　◆ 地域中核企業・中小企業等連携支援事業【162 億円】〈H30 当初〉
　　◆ 中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業【4 億円】〈H29 補正〉
　　◆ 地域における中小企業の生産性向上のための共同基盤事業【10 億円】〈H29 補正〉

（2）事業承継・再編・統合による新陳代謝の促進　69 億円【補正】50 億円
　　◆ 中小企業再生支援・事業引継ぎ支援事業【69 億円】（うち事業引継ぎ関連）【21 億円】〈H30 当初〉
　　◆ 事業承継・世代交代集中支援事業【50 億円】〈H29 補正〉

（3）人材不足への対応　〈H30 当初〉69 億円【H29 補正】25 億円
　　◆ 中小企業・小規模事業者人材対策事業【19 億円】〈H30 当初〉
　　◆ 学びと社会の連携促進事業【25 億円】〈H29 補正〉
　　◆ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業【50 億円】〈H30 当初〉

（4）小規模事業者対策、海外展開・地域へのインバウンド拡大、金融支援
　　 ◉ 小規模事業対策推進事業【49 億円】〈H30 当初〉
　　 ◉ 小規模事業者経営改善資金融資事業【43 億円】〈H30 当初〉
　　 ◉ ふるさと名物応援事業【10 億円】〈H30 当初〉
　　 ◉ 地域・まちなか商業活性化支援事業、インバウンド型クールジャパン推進事業【16 億円】〈H30 当初〉
　　 ◉ 小規模事業者支援パッケージ事業【120 億円】〈H29 補正〉
　　 ◉ 中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業【20 億円】〈H30 当初〉
　　 ◉ グローバル企業展開・イノベーション促進事業【40 億円の内数】〈H29 補正〉
　　 ◉ 認定支援機関による経営改善支援【30 億円】〈H29 補正〉

　◆ 非上場株式等についての相続税・贈与税の納税　猶予制度の見直し【拡充】
　◆ 生産性革命のための固定資産税の減免措置の創設【新規】
　◆ 中小企業・小規模事業者の事業再編等に係る税負担の軽減措置の創設【新規】
　◆ 所得拡大促進税制【延長・拡充】

　 ◉ 中小企業取引対策事業【14 億円】〈H30 当初〉
　 ◉ 消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業【27 億円】〈H30 当初〉
　 ◉ 政策金融・信用保証による金融支援【227 億円】〈H30 当初〉
　 ◉ 中小企業連携組織対策推進事業【7 億円】〈H30 当初〉
　 ◉ 地域創業活性化支援事業【6 億円（新規）】〈H30 当初〉
　 ◉ 中小企業基盤整備機構運営費交付金【180 億円】〈H30 当初〉

　 ◉ 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価格の損金算入の特例措置【延長】
　 ◉ 交際費課税の特例措置（中小法人における損金算入の特例）【延長】

　 ◉ 中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（中小企業等グループ補助金）
　 ◉ 東日本大震災の被災地向け資金繰り支援等【72 億円】〈H30 当初〉
　 ◉ 中小企業ＢＣＰ策定支援事業【7 億円】〈H29 補正〉

　 ◉ 被災代替資産等の特別償却
　 ◉ 災害等における事業承継税制の雇用要件の緩和等　※恒久措置

１．生産性革命と人づくり革命の推進

平成 30年度　中小企業・小規模事業者関係の予算案等のポイント

　平成 29 年 12 月 22 日、平成 30 年度予算案及び平成 29 年度補正予算案が閣議決定されました（平成 29 年度
補正予算案は平成 30 年 2 月 1 日の参議院で成立）。政府全体の中小企業対策費は 1,771 億円で、中小企業の
生産性向上に向けた支援のほか、事業承継、人材不足への対応等に重点が置かれました。経済産業省より予算
案のポイントが公表されましたので、一部抜粋して紹介します。

  平成 30 年度　中小企業・小規模事業者関係の予算案等の詳細は下記ホームページをご覧ください。
  http://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2018/index.html  経済産業省  平成 30 年度予算案  で 検 索

　中小企業トピックス 
,
18	in	February

予算

税

予算

税

予算

税

２．安定した事業環境の整備、活力ある担い手の拡大

３．災害からの復旧・復興、中小企業の災害対応力の強化
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春
闘
の
重
要
性
は
不
変

　
1
月
下
旬
に
経
団
連
会
長
と
連
合
会
長
に
よ
る
労
使
ト
ッ

プ
会
談
が
行
わ
れ
、
今
年
の
春
闘
（
春
季
労
使
交
渉
）
が
本

格
的
に
始
ま
っ
た
。
そ
も
そ
も
春
闘
は
、
毎
年
年
明
け
1
月

末
頃
か
ら
行
わ
れ
る
賃
上
げ
率
や
労
働
時
間
な
ど
労
働
条
件

の
改
善
を
求
め
る
労
使
間
の
交
渉
で
あ
る
。
ま
ず
最
初
に
、

自
動
車
や
電
気
、
鉄
鋼
な
ど
の
大
手
メ
ー
カ
ー
の
交
渉
か
ら

始
ま
り
、
そ
の
年
の
方
向
性
が
固
ま
る
傾
向
に
あ
る
。
そ
の

後
、
鉄
道
や
電
力
な
ど
の
非
製
造
業
の
交
渉
へ
と
移
り
、
大

企
業
の
春
闘
が
終
了
し
た
後
、
よ
う
や
く
3
月
中
を
目
処
に

中
小
企
業
が
労
働
条
件
の
改
善
交
渉
を
行
う
流
れ
と
な
っ
て

い
る
。

　
昨
年
の
春
闘
で
は
、
賃
上
げ
率
が
2.34
％
で
あ
り
、
そ
の
内

訳
は
、
定
期
昇
給
（
定
昇
）
が
1.8
％
、
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
（
ベ

ア
）
が
0.5
％
と
な
っ
て
い
る
。
改
め
て
賃
上
げ
の
内
容
を
み

る
と
、
定
昇
と
ベ
ア
が
あ
り
、
毎
月
支
払
わ
れ
る
基
本
給
に

つ
い
て
勤
続
年
数
や
年
齢
に
応
じ
て
毎
年
一
定
額
を
引
き
上

げ
る
の
が
定
昇
、
勤
続
年
数
や
年
齢
に
関
係
な
く
、
基
本
給

を
一
律
に
引
き
上
げ
る
こ
と
を
ベ
ア
と
呼
ん
で
い
る
。
ベ
ア

は
、
階
段
状
に
な
っ
て
い
る
賃
金
テ
ー
ブ
ル
全
体
の
給
与
水

準
を
底
上
げ
す
る
た
め
、
一
時
金
（
ボ
ー
ナ
ス
）
や
退
職
金

も
増
加
し
、
企
業
に
と
っ
て
は
将
来
に
わ
た
る
コ
ス
ト
増
と

な
る
た
め
、
経
営
者
側
が
慎
重
に
な
る
傾
向
が
あ
る
。

5
年
目
の
官
製
春
闘
に
は
限
界
も

　
こ
の
よ
う
に
、
春
闘
は
本
来
、
経
営
者
側
と
従
業
員
の
代

表
で
あ
る
組
合
側
が
企
業
業
績
な
ど
を
基
に
交
渉
を
行
う
も

の
で
あ
る
が
、
今
年
も
経
済
界
に
対
し
て
安
倍
首
相
が
全
体

で
3
％
の
賃
上
げ
を
要
請
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
政
府
が
賃

上
げ
を
経
済
界
に
求
め
る
「
官
製
春
闘
」
は
今
年
で
5
年
目

と
な
る
が
、
過
去
の
4
年
の
春
闘
で
は
、
安
倍
政
権
の
経
済

政
策
で
あ
る
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
が
業
績
改
善
に
つ
な
が
っ
た
業

界
を
中
心
に
賃
上
げ
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
す
な
わ
ち
、

円
安
株
高
の
恩
恵
が
及
ん
だ
自
動
車
や
電
機
な
ど
の
大
手

メ
ー
カ
ー
や
銀
行
・
保
険
な
ど
の
大
手
金
融
機
関
、
さ
ら
に

は
円
安
で
急
増
し
た
訪
日
客
な
ど
を
取
り
込
ん
だ
大
手
家
電

量
販
店
や
観
光
・
レ
ジ
ャ
ー
関
連
業
界
で
あ
る
。

　
過
去
の
官
製
春
闘
と
も
い
わ
れ
る
春
闘
で
は
、
そ
う
し
た

業
界
で
一
定
程
度
機
能
し
た
た
め
、
今
年
も
安
倍
首
相
は
年

初
の
財
界
会
合
で
3
％
の
賃
上
げ
を
要
請
す
る
こ
と
と
な
っ

た
。
賃
上
げ
率
は
2
％
台
ま
で
高
ま
っ
て
い
る
が
、
消
費
の

拡
大
に
は
至
ら
ず
、
家
計
に
近
い
川
下
で
の
活
発
な
経
済
活

動
を
伴
う
デ
フ
レ
脱
却
に
は
程
遠
い
状
況
に
あ
る
。
経
済
の

好
循
環
を
持
続
さ
せ
る
た
め
に
も
、
企
業
に
対
し
て
3
％
の

賃
上
げ
を
求
め
た
い
気
持
ち
が
理
解
で
き
る
が
、
今
年
の
経

済
環
境
は
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
面
が
多
く
、
経
営
者
側
は

よ
り
慎
重
に
な
る
可
能
性
も
あ
る
だ
ろ
う
。

足
元
の
業
績
と
見
通
し
に
ギ
ャ
ッ
プ

　
こ
こ
数
年
と
の
経
済
環
境
の
大
き
な
違
い

は
、
為
替
相
場
の
動
向
で
あ
る
。
日
米
中
央
銀

行
の
金
融
政
策
を
み
る
限
り
、
日
銀
は
金
融
緩

和
を
継
続
し
、
米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
利
上
げ
局
面
で
あ

り
、
金
利
差
の
拡
大
傾
向
に
よ
っ
て
ド
ル
高
円

安
に
振
れ
や
す
い
環
境
に
あ
る
。
し
か
し
今
年

は
、米
国
で
11
月
に
中
間
選
挙
を
控
え
て
い
る
。

金
融
当
局
や
大
統
領
の
発
言
な
ど
に
よ
り
、
Ｇ

Ｍ
や
フ
ォ
ー
ド
な
ど
の
大
手
メ
ー
カ
ー
の
業
績

改
善
に
追
い
風
と
な
る
ド
ル
安
に
振
れ
る
可
能

性
も
高
い
と
み
て
い
る
。
つ
ま
り
、
今
年
Ｆ
Ｒ

Ｂ
が
年
3
回
予
定
し
て
い
る
利
上
げ
の
先
送
り

や
、
政
府
高
官
の
口
先
介
入
な
ど
に
よ
り
、
い

つ
円
高
に
振
れ
て
も
お
か
し
く
な
い
状
況
だ
と

み
る
。

　
輸
出
企
業
の
経
営
者
は
そ
う
し
た
相
場
環
境

を
鑑
み
て
業
績
見
通
し
の
前
提
と
な
る
想
定
為

替
レ
ー
ト
を
や
や
円
高
に
み
る
可
能
性
が
高

い
。
加
え
て
、
海
外
市
場
で
加
速
す
る
Ｅ
Ｖ
化

や
自
動
運
転
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
に

向
け
た
研
究
開
発
投
資
も
増
強
す
る
必
要
が
あ

る
。
今
期
の
業
績
見
通
し
は
上
方
修
正
が
相
次

い
で
い
た
が
、
足
元
で
円
高
に
振
れ
つ
つ
あ
り

今
春
闘
は
過
去
4
年
よ
り
も
厳
し
い
交
渉
が
予

想
さ
れ
る
。
外
需
が
鈍
化
す
る
可
能
性
と
内
需

の
下
支
え
の
重
要
性
が
高
い
年
で
あ
り
、
賃
上

げ
率
の
数
字
が
よ
り
重
要
と
な
る
。
賃
金
の
改

善
以
外
に
も
、
働
き
方
改
革
が
重
視
さ
れ
る
ほ

か
、
中
小
企
業
や
小
売
・
サ
ー
ビ
ス
業
な
ど
で

は
人
手
不
足
も
深
刻
で
あ
る
。
労
使
で
交
渉
す

べ
き
重
要
な
テ
ー
マ
が
目
白
押
し
で
あ
り
、
今

春
闘
は
例
年
以
上
に
注
目
さ
れ
る
だ
ろ
う
。

今
春
闘
は
労
使
と
も
に
正
念
場
へ

中
京
大
学 

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田 

俊
宏

Profile
1968 年青森県生まれ。91 年一橋大学経済学部卒業。02 年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91 年野村證券。93 年東海総合研究所（現
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）。14 年８月より中京大学経済研究所研究員。15 年４月中京大学経済学部客員教授。現在、ニュース番組な
どのコメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋港管理組合、青森県、函館市などの委員も務める。専門はマクロ経済、
地域経済。
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売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

凡例

好転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10≦DI＜＋10

やや悪化
−30≦DI＜−10

悪化
DI≦−10

景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配
置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業
界の景況報告を集計したものです。情報連絡員は
全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われて
います。

【製造業】
化学・ゴム：県下の上場企業はおしなべて好調な実績を計上しているが、中小企業においては格差が大きくなっている。原油価格は上昇傾向であるが、
原価アップを転嫁できない状況にあり、収益率の低下が懸念される。
窯業・土石製品：屋根材業界の業界新聞を見ても、粘土瓦の比率は減少しており、金属等の軽量屋根材の比率が高くなっている。また、油・ガスの価
格が上昇しており、経営を圧迫する恐れがある。
鉄鋼・金属：受注、売上高ともに増加した組合員もあるが、人員不足で対応しきれていない組合員も多い。仕入価格が上昇し始めており、価格転嫁出
来なければ収益悪化の懸念もある。
【非製造業】
卸売業：10 月の台風、長雨、そして 11、12 月にかけての低温と降水量不足により、野菜は多くの品目で入荷量が減少。卸売価格も平年を上回り、店
頭小売価格も高く、台所に影響している。
商店街：メロンパン専門店など新しい販売形式の店舗が出店し、来場者の増加に期待が出来るものの、一方では廃業するところもあり、依然として商
店街を取り巻く環境は厳しい状況である。

　●○●○● 業界レポート ●○●○●　

2017年 12月分
コスト高による収益圧迫

中小企業組合検定試験　～	組合会計編	～
クイズにチャレンジ！　中小企業等協同組合会計基準の事業報告書と決算関係書類に関する次の文章にある　イ　から

　ホ　について、語群の中から最も適切な語句を選びましょう。
１．（事業報告書）
　事業報告書には、その事業年度内における「組合の　イ　の概況に関する事項」や「組合の運営組織の状況に関する事項」、「そ
の他組合の状況に関する重要な事項」が記載される。事業報告書は、これらの事項を通常総会（通常総代会）において　ロ　に報
告する書類である。
２．（財産目録）
　財産目録は、まず資産の内容を示し、ついで負債の内容を示し、その差額を　ハ　として表示するものである。
３．（損益計算書）
　損益計算書は、１事業年度の組合の経営成績を表示しようとするものである。
　費用配賦表は、損益計算書の一部を構成する書類であり、　ニ　損益計算書を作成する際に事業の間接的な経費を各事業別の損益
に配賦する場合に作成される。
　　ホ　も、製造原価の内容を記載する報告書として損益計算書へ添付することができる。

　〔語群〕
　Ａ．区分式　　Ｂ．組合員　　Ｃ．決算書類　　　　Ｄ．工場報告書　　　　Ｅ．財産
　Ｆ．財政状態　Ｇ．事業活動　Ｈ．事業別　　　　　Ｉ．施設の設置状況　　Ｊ．重要課題
　Ｋ．正味資産　Ｌ．職員　　　Ｍ．製造原価報告書　Ｎ．貸借対照表　　　　Ｏ．段階式
　Ｐ．利害関係者

　　　　回答は８ページの下に掲載しています。
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● インフォメーション ●

クイズにチャレンジの答え：イ．Ｇ　　ロ．Ｂ　　ハ．Ｋ　　ニ．Ｈ　　ホ．Ｍ

日 時間 イベント名 場所

2 月 21 日（水） 10：00 労働問題研究会
第 2 回中小企業の「働き方改革」推進会議 中央会会議室

3 月   1 日（木） 15：30 第 3 回東海ブロック中央会組合指導研究会 中央会会議室
2 月   2 日（金） 10：30 正副会長会 キャッスルプラザ

2 月 19 日（月）
14：00 正副会長会 キャッスルプラザ
15：30 理事会 キャッスルプラザ
14：00 組合の年度末会計処理講習会 ウインクあいち

日 イベント名 組合名 場所
2 月 21 日（水）
2 〜 23 日（金）

15th JAPAN YARN FAIR &
総合展「THE 尾州」 愛知県撚糸（工） 一宮市総合体育館

女性の活躍促進について要請がありました
　1 月 30 日（火）、木暮康二愛知労働局長と宮本悦子愛知県副知事が来会され、
企業における女性の活躍をさらに推進するため、県内の企業等を対象とした「女
性の活躍促進宣言」と「あいち女性輝きカンパニー」認証制度や、企業におけ
る役員及び管理職といった指導的な地位への女性登用等への検討について会員
組合等への周知を要請されました。
　要請に対して、長谷川正己会長からは、「中小企業においては、女性が活躍
できる職場環境づくりは重要であると十分認識しており、要請があった制度周
知や役員及び管理職への女性登用に関する会員組合等への働きかけについては
是非協力したい。」旨の返事がなされました。
　会員組合等の皆様におかれましては、女性の活躍促進についてのご理解とご
協力をお願いいたします。

新年祝賀会を開催
　1 月 16 日（火）、キャッスルプラザ（名古屋市中村区）において、新年
祝賀会を開催しました。
　祝賀会には、組合関係者の皆様や関係機関のご来賓の皆様など総勢 170
名にご参加いただきました。
　はじめに、長谷川正己会長より「中小企業を取り巻く環境は厳しいが、
個々の事業者が自ら経営革新を図り、環境変化に即応できる経営体質を作
り上げていくことが何より肝要である。個々では解決できない諸問題に対
しては、組合員相互の連携を今まで以上に強化して、積極果敢に対応して
いくことが必要だ。経営力向上や事業承継の促進など組合の皆様の一助と
なる事業を積極的に推進していく」との挨拶の後、富𠮷賢一中部経済産業
局長、大村秀章愛知県知事をはじめとする来賓の方々にご祝辞を賜りまし
た。
　その後、愛知県議会中野治美議長の乾杯の御発声により祝宴に移り、会
場では新年の挨拶や今後の景気の見通しに関する意見交換が交わされ、新
年の幕開けを盛大に祝いました。

第 32 回学習塾情報展を開催　愛知県私塾協同組合
　1 月 17 日（水）、 愛知県私塾協同組合はウインクあいち（名古屋市中村区）にて「第
32 回学習塾情報展」を開催しました。
　会場には人気の教材や最新のデジタルコンテンツ、ＯＡ機器など塾の運営に役立
つ様々な分野の業種が一堂に会しており、各ブースでは教材の展示や保険商品の紹
介などが行われ、会場に訪れた多くの塾関係者が説明に耳を傾けていたほか、講演
を熱心に聞く様子も見られました。

中
央
会

組
合



（独）中小企業基盤整備機構の事業紹介

～最近の高度化事業について～
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　高度化事業は、住工混在の解消などを図る工場団

地・卸団地等の整備、アーケード・カラー舗装等の

商店街整備などを行う組合等に対し、県と協調して

貸付を行う制度です。単に貸付を行うだけでなく、

事前に事業計画について専門的な立場から診断・助

言を行います。

　貸付条件は、最長20年以内（うち据置期間３年

以内）、0.45％（平成29年度貸付決定分）の長期・

低金利かつ固定金利または無利子です。貸付割合は

原則、貸付対象事業費（土地・建物・構築物・設備

の資産計上されるもの）の80％以内になっていま

す。貸付後の段階で生じる様々な問題の解決を支援

するため、適切な専門家（企業連携支援アドバイ

ザー）を派遣します。

　他に優遇措置として、市街化調整区域への開発許

可（高度化事業計画として認定されると、市街化調

整区域に計画施設を設置することが可能、都市計画

法34条）、地方税の特例措置 ①事業所税の非課税

（地方税法701条の34・政令指定都市、人口30万人

以上の政令で指定する市で義務付けられている事業

所税が非課税）、②共同利用機械等の固定資産税の

軽減［地方税法349条の３・高度化資金の貸付を受

けて取得した機械・装置（※１台あたりの取得価額

330万円以上かつ取得価額の合計額が500万円以

上）の固定資産税標準額が３年間１/２となり、固

定資産税が軽減］、国税の特別控除（高度化事業の

ために土地等を譲渡した者の譲渡所得から1,500万

中小機構中部（地域振興課）
電話：052－205－6853 

円を限度として所得税又は法人税の特例として控除

又は損金算入が認められます）があります。

　高度化事業は、色々な利用の仕方があります。工

場団地が実施する高度化事業をご紹介します。

　　①共同施設（組合会館等）のリニューアル（ア

　　　スベストが含まれた施設の建替えであれば無

　　　利子が適用）

　　②既存組合員の増設や建替え（実施組合員１人

　　　からの整備が可能）

　　③新規加入組合員の事業場の整備（実施組合員

　　　１人からの整備が可能）

　①から③は、過去に高度化を活用したことがあれ

ば対象となります。他に防災・減災目的のリニュー

アル、子育て・介護施設、連棟式建物の有効活用の

場合、無利子が適用されます。

　企業連携支援アドバイザー派遣事業制度により、

様々な経営課題に対して専門家が無料で支援しま

す。

支援の詳細はホームページをご覧ください。

http://www.smrj.go.jp/chubu/area/index.html

≪お問い合わせ先≫
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